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東京の日本語教育を考える会 

 

 

 

【調査の趣旨】 

 

   わたしたち「東京の日本語教育を考える会」は２００４年以来、外国につながる子 

  どもの日本語指導を行う学校関係者、NPO・NGO、研究者、市民等により、毎年「東 

  京の日本語教育を考えるつどい」を開くとともに、東京都教育委員会や都議会や区・ 

  市議員の関係者と懇談を重ね、日本語教育の条件改善につながる活動をしてきました。 

   ２０１３年には「小中学校での日本語指導時間数や体制等に関する都内５３区市町村 

への全都大規模調査」を実施し、「つどい２０１３」で発表しました。 

   今回は、近県や大阪などに比べても大変立ち後れている都立高校の在京外国人枠の 

  実態を調査し、改善すべき点を浮き彫りにするため、全都的な「東京都立高校在京外国 

  人入試の実態調査」を実施しました。みなさまのご協力により、２３区及び多摩地区 

  の広域にわたり５９６名ものデータを集めることができました。ご協力いただいた 

  方々に心よりお礼申し上げます。 

   この調査結果が行政機関や議会関係者等の中で活用され、東京で学ぶ外国につなが 

  る子どもたちの教育条件改善につながることを切に願います。 

 

 



【調査結果を踏まえた改善提言】 

 外国人枠をもつ都立高校の数は３校（定員６５名）※で、希望者の数に比べ大変少なく、抜

本的改善が求められていることがわかった。 

 以下、具体的に提言したい。 

１、多摩地区や２３区の東部地区・南部地区に在京外国人枠をもつ都立高校開設が必要。 

最低１０校への増設が求められる。 

２、普通科・工業科・商業科・定時制の都立高校への在京外国人枠開設が求められる。 

３、日本国籍で日本語が母語でない生徒にも在京外国人枠を適用することが必要である。 

４、多様な難易度の都立高校への在京外国人枠開設が必要である。 

５、外国人枠適用基準日を３年前４月１日から１月１日まで拡大することが必要である。 

６、学力に基づく入試への改善が必要である。 

７、小中学校及び都立高校での日本語・学習支援の一層の充実が求められる。 

※国際高校のバカロレア入試外国人枠５名は含めていない。 
【調査結果の分析】 

※この調査の対象は、高校受験の３年前の１月１日以降来日し都内に住む外国につながる者（外 

国籍又は日本国籍）としました。項目によっては未回答があるため数字が合わないケースも あ

りますので、ご了解下さい。 

【表１】「特別枠都立校受験資格の有無/受験の有無と理由等」 
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【表２】「３年前１～３月に来日した児童の編入先」                           

３年前の 

１月～３月来日者 

 

 

１～３月に小学校６年生編入学者 

 

 

４月に中学校１年生入学 
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外国籍６ 

         

外国籍７ 

 



１、都立高校外国人特別枠の受験資格有無について 

 調査全体数５９６名の内、９０名（１５．１％）の者が「受験資格がない」と回答。 

内訳は３２名（５．９％）が「来日３年を越えたため」、５６名（９．４％）が「日本国籍の

みのため」と回答（表１）。 

３年前の１～３月に来日した外国籍の者の内、「１～３月に小学校６生年入学」６名、「４

月に中学校１年入学」が７名おり、いずれも１～３ヶ月というわずかな時期の差で「都立高校

在京外国人枠受験資格」が得られない。中国・韓国の冬休みが終わったタイミングでの来日や、

日本の文化や習慣を編入学前に学んでおきたいという積極的な理由から１～３月に来日するケ

ースも多く、こうした実態に合わせ、在京外国人枠の受検基準日を、３年前の４月１日から１

月１日への前倒しすることが求められる（表２）。 

 

 「日本国籍のみ」であるが国外で育ち日本語力不十分な生徒が、調査数全体（５９６名）の

１割近く（５６名）を占め、彼らは都立高校外国人枠の対象外となっている。 

 文部科学省の「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 26 年度）」で

は、日本語指導が必要な中学生６３９６名の内、日本国籍の者が１５８６名（２４．８％）、

つまり四人に一人もいることが明らかになっている。日本国籍を有するものの、新規来日の外

国籍を有する者と同様の日本語能力の生徒が増加しており、東京都教育委員会としても、その

ような者に「在京外国人枠」を適用するなど、大幅な軌道修正が求められている（表１）。 

 

 

２、都立高校外国人特別枠の受験資格があっても受験しなかった者について（表１） 

 「受験資格がある者」は５０６名。その内「受験した者」が１４９名、「受験しなかった者」 

が３３０名いた。 

① その内、「日本語力・英語力が不十分で 合格する見込みがなかったため」が１６９名と一 

番多い。東京都の在京外国人入試は、日本語か英語の語学力を見る試験になっており、外国

人を対象とした入試でありながら日本語能力が低いことを理由に受検を断念している者が

多い。高校の入試であるからには、高校教育を受けるために必要な基礎学力を測定する入試

への改善が求められる。さらに、来日前に母国で中学校を卒業した者は日本の中学校に編入

できないため、民間の教育機関等で日本語を学び高校を受検している。行政として中学校へ

の受け入れを拡充するとともに、こうした生徒への日本語教育支援等が求められる。 

② 次に「（３校には）やりたいことができる高校がない」が７９名いる。 

回答者の進学先を見ると、理系・工業系・商業系が２０名いる。文系・国際系の３校だけで

なく多様な高校への外国人枠拡大が求められる。 

③ 「学力にふさわしい高校がない」も７２名と多い。 

 特に多摩地区を見ると、受検資格があっても受検しなかった者５５名のうち２８名(５０． 

 ９％)がこの回答を選択している。また、特別枠のある３校の受検者について見ると、２３区 

 では、受検者は３校に分散し、半数前後が合格しているのに対し、多摩地区では、国際高校

に受検者が著しく偏り、三分の一（１５名中５名）しか合格していない。 

 JR 八王子駅から３校へのアクセスをみると、国際高校約７０分、飛鳥高校約８５分、田

柄高校約９０分かかる。多摩地区の受験者の中には、学力面・倍率面で難しくても、比較的

近い国際高校を受験せざるを得ないケースもあると推測される。 

④ 「(３校は)遠くて通学が無理」と回答した者は、２３区が６名であったのに対し、多摩地 

区は１６名もいる。多摩地区の調査対象全体数が２３区の四分の一以下(２３区４７７名、 



多摩地区１１１名)であるにも関わらず、「遠くて通学が無理」と回答した者が２．６７倍

も いること、そして上記③の内容からも、外国人枠をもつ都立高校が１校もない多摩地区

への 設置は待ったなしと言える。また、２３区でも東部地区・南部地区(大田区)等に「遠

くて通 学が無理」と回答した者がいる。 

 

３、来日後の編入先について（表３参照） 

【表３】「来日後の編入先」 

 

 

来日前に中学校（９年）を卒業し

たので、学校には編入学せず 

小中学校に編入学した 

 

 

来日語の編入学など 

 

１３９名 

 

４３３名 

  中学校（９年）を卒業してから来日した場合は、中学校や夜間中学校へは編入学できず、大

きな困難をかかえている。今回の調査では１３９名が NPO やボランティア学習支援教室に入

り、日本語や教科学習及び進路指導などの支援を受けていた。しかし、全都的には数も少なく、

一定の費用負担がある場合もあり、行政としての支援が期待される（表３参照）。 

 

 

４、時間帯別の高校進路先について（表１参照）。 

   高校進学者４２０名中、全日制が２０５名なのに対し、それ以外（三部定時制・夜間定 

 時制・通信制）が２１５名と過半数を占めていて、全日制高校への進学が困難であることが 

あきらかになっている。全日制高校への進学の可能性を高める対策を講じるとともに、多く 

の者が進学している定時制高校での日本語指導等の一層の充実も求められる。 

 

 

５、合格者の受験科目数（表４参照）                                                

  【表４】「一般入試合格者～３教科受験か５教科受験か」                  

               受験科目数 

  合格者数 

 

３教科受験・合格者 

 

５教科受験・合格者 

   

 

   

   

 

３３６名 

 

２５９名（77.1%） 

 

７７名（22.9%） 

                                                                                      

 上記の数字をみると、３教科受検での合格者が２５９名（７７．１％）と圧倒的に多いこと

がわかる。多くの者は日本語力が不十分で、しかも母国とまったく学習内容が異なる日本の社

会科の内容は学習困難である。国語・社会を含む５教科受検は非常に不利であり、その結果、

全日制も含め、３教科の高校に集中していると推測される。 

 ２０１６年度の都立高校入試から全日制の入試は５教科に統一されるが、やはり日本語力が

不十分な生徒の学力を見極めるには国語・社会を含まない入試が望ましいと考えられる（表４

参照）。 


